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第２章 採光環境 

 

２－１．居室の採光 

 

（１） 研究の成果目標 

研究の成果目標は、隣接建築物における採光の確保に関する性能基準・評価方法の開発と

した。すなわち、ある建物の居室内における良好な採光環境を確保するのに必要な屋外の採

光環境を、他の建物が阻害しないことを目的とした性能基準等である。 

 

（２） 目標とする性能 

開口部を通じた自然採光（昼光）により、居室内の活動に必要な照度を確保するため、建

築基準法単体規定の採光規定では、居室床面積の１／７の大きさを標準とした開口部（窓）

を設置することとしているが、実際に居室の外側の壁面で一定の照度が得られなければ、居

室採光にとって有効な窓として機能しない。その点で、採光規定では、当該窓面の軒からの

距離と隣地境界線からの距離から算出される採光補正係数により、有効な窓面積の大きさを

補正する方式を採用しているが、このことは居室採光の確保は建築主の自助努力に委ねられ

ていることを示している。また、採光補正係数は、隣接敷地に自建物と同じ高さの建物が隣

地境界線ぎりぎりに立つことを仮定しているため、規定を守っても十分な室内採光が得られ

ないという不合理が生じる場合がある。 

このような単体規定が確保しようとする居室採光を担保する意味から建築基準法集団規定

の形態規制の意義を考えると、採光規定を守りさえすれば必要な居室採光が得られるよう、

屋外の空間条件を整えることであると言える。そこで、検討の結果、屋外空間に要求される

機能は、居室の照度水準を仮定するための行動タイプとして「視作業」に着目し、「曇天日の

日中、建物居室において在室者が最低限の視作業を行うのに支障のない室内照度を、開口部

を通じた自然採光のみによって確保するのに必要な、外部空間の採光性能が得られること」

と設定した。 

 

（３） 必要な性能レベル 

上記の「目標とする性能」に対応する室内照度水準と

して、2000 年の建築基準法単体規定の採光規定改正の検

討(1)において用いられた水準値（JIS 照度基準を参考に設

定された２水準）である、 

・推奨水準：150 lx 

・許容水準： 75 lx 

を設定した。この 150 lx は、短時間の普通の視作業また

は軽度の視作業（短時間の読書）に対応した照度であり、

75 lx は、ごく短時間の軽度の視作業（接客、休憩、荷造り）に対応した照度である(2)。 

そして、これら水準を確保する窓面（外壁面）照度水準を設定するため、図２－１のよう

図２－１ 居室・窓面の設定
（上：窓側の壁面、下：平面）
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な居室・窓面を標準的とみなし設定する。居室は、間口 3.6ｍ×奥行 3.6ｍ×天井高さ 2.4ｍ

とし、窓面は縦 1.0ｍ×横 1.8ｍ（居室床面積の１／７の大きさ）で壁面中央に設置する。ま

た、窓面に入射した全ての光束が室内側へ拡散放射されるものとし、室内反射は考慮しない

こととする。窓面照度（＝外壁照度）をＩｗとし、図２－１の 0.9ｍ間隔の格子上の９点に

おける床上 0.4ｍの水平面照度の平均値をＩｆとすれば、窓面立体角投射率の幾何学的計算

により、 

Ｉｆ＝Ｉｗ×0.0522 

となることから、この式に基づき、居室の推奨水準と許容水準に対応する建物外壁の壁面照

度水準を、 

・照度水準Ａ： 3000 lx 

・照度水準Ｂ： 1500 lx 

と設定した。 

 

（４） シミュレーションによる建物形態と外壁面照度の関係の定量的分析 

① モデル市街地の設定 

 図２－２に示すように、低中層の住宅地を想

定して建物高さｈは２～４階建て（階高３ｍ）

とし、２階以上の階の壁面後退（後退幅１ｍ）

の有無を加えた合計９パターンを設定した。こ

の９パターンそれぞれについて、隣棟間隔ｄを

0.5ｍ～６ｍに変化させた。壁面照度（鉛直面

照度）の測定点は地盤面から 50cm 間隔で設定

し、壁面後退によって表出した直下階の屋根部

分については水平面照度を壁面から 50cm の位

置で測定した。 

② 外壁面照度の計算方法・条件設定 

曇天日の日中を想定し全天空照度を 15000 lx（CIE 標準曇天空）に設定した。建物壁面お

よび道路面からの反射を考慮に入れ、反射率は全て 0.25 とした。解析ソフトは INTEGRA 社

INSPIRER を用い、モンテカルロ法（反射計算収束誤差１％）にて照度計算を行った。 

③ 外壁面照度の計算結果 

図２－３に、隣棟間隔別に見た建物形態と壁面照度の関係を示す。各グラフでは、横軸に

測定点の地盤面からの高さを取り、縦軸に壁面照度を取っている。全体的傾向として、当然

のことながら、隣棟間隔が狭まる程、また建物が２階建て→３階建て→４階建てと高くなる

程、壁面照度は低くなることが分かる。また、照度曲線はほぼ全区間で下に凸となり、測定

点の位置が高くなるほど照度の上昇率が高くなっている。上層階の壁面を１ｍ後退させた場

合では、当該後退壁面および下層階の壁面ともに、壁面後退なしの場合と比べて格段に照度

が向上し、その効果は隣棟間隔が狭い程大きいことが分かる。例えば、隣棟間隔３ｍの総３

階建ての１階開口部(地上 1.5ｍの壁面を想定)の照度は 1057 lx、２階開口部(地上 4.5ｍの

図２－２ モデル市街地の設定 
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壁面を想定)の照度は 1886 lx だが、３階部分のみ１ｍ後退させた場合、それぞれ 1625 lx(総

３階建て比で 568 lx 増)、2668 lx(同 782 lx 増)となり、さらに２階部分も１ｍ後退させた

場合は、それぞれ 1719 lx(同 662 lx

増)、3394 lx(同 1508 lx 増)となって、

採光環境が大幅に改善することが分か

る。また、隣棟間隔３ｍで３階部分の

み１ｍ後退させた場合では、隣棟間隔

４ｍの総３階建ての場合と同程度以上

の壁面照度が得られることが分かる。 

 

（５） 例示仕様の検討 

図２－４は、隣棟間の斜線勾配（h/d）

と、全階で最も照度の低い１階開口部

(地上 1.5ｍ壁面)の照度の関係を調べ

たものであるが、両者の間には高い相

関が見られた。回帰式によると、照度

水準Ａ、Ｂに対応する斜線勾配はそれ

ぞれ 1.45，2.38、現行道路斜線制限の

斜線勾配 1.25，1.5 に対応する１階窓

面照度は 3494 lx，2897 lx となること
図２－４ 斜線勾配（h/d）と 

１階開口部(地上 1.5ｍ壁面)照度の関係 
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図２－３ 隣棟間隔別に見た建物形態と壁面照度の関係
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から、現行の道路斜線制限は道路側に開口部を持つ居室で照度水準Ｂを安全に保障すること

が確認できた。そこで、照度水準Ｂを確保する場合の例示仕様を、「斜線勾配が 2.38 以下で

あること」と設定した。なお、隣地斜線制限については立ち上がりがあるため、隣棟間の屋

外採光環境確保の点では必ずしも有効でない。 

 

（６） 簡易な検証方法の検討 

外壁面照度と相関が高い代替性能指標として、壁面天空率を提案した。壁面天空率は、外

壁面に設けた半球面に基づいて算出される鉛直面天空率であり、CAD ソフトで計測可能であ

るが、図２－５に示すように、壁面天空率と壁面照度との間には極めて高い相関が見られる。

回帰式によると、照度水準Ａ、Ｂに対応する壁面天空率は、それぞれ 13.46％、5.83％とな

る。 

 

 

（７） 研究成果 

定量的な評価方法については、外壁面照度を指標とし、判定基準としては１階開口部（地

上 1.5ｍ壁面）照度が 1500 lx 以上であることを確認する方法を開発した。検証方法は光環

境シミュレーションソフトで外壁面照度を直接計測する高度な検証方法の他、CAD ソフト等

で壁面天空率が 5.83％以上であることを確認する簡易な検証方法、そして隣棟間の斜線勾配

が 2.38 以下であることを確認する例示仕様を提案した。 

現行集団規定との関係では、低中層市街地における道路斜線勾配 1.5 の有効性が確認され

たとともに、隣地斜線制限については立ち上がりがあるため、隣棟間の屋外採光環境確保の

点では必ずしも有効でないことが確認された。 

 

 

注 

(1)  参考文献 1)を参照。 

(2)  参考文献 3)の「基準昼光率表」を参照。 
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２－２．道路の採光 

 

（１） 研究の成果目標 

研究の成果目標は、道路空間の採光の確保に関する性能基準・評価方法の開発とした。す

なわち、屋外空間を歩く人等を想定して、屋外空間そのものに必要な採光環境を周囲の建物

が阻害しないことを目的とした性能基準等である。 

 

（２） 目標とする性能 

日中、屋外空間で最低限必要な採光性能とは、防犯等の観点から、一定距離先の人の顔や

行動を認識できる明るさであることと考えられる。そこで、警察庁(2006)「安全・安心まち

づくり推進要綱」の基準を準用して、目標とする性能を「曇天日の日中、外部空間（道路空

間または隣棟空間）において、人の顔及び行動を明確に識別でき、誰であるか明確に分かる

程度以上の照度を確保できること」とした。 

また、うるおいのある市街地空間の形成を目的として、地区計画のかき・さく制限による

生け垣の設置、緑被率の指定、緑化協定等により、緑化推進を図ることがあるが、そのため

には植物が十分生育できるだけの採光環境が担保されていなければならない。そこで、もう

一段高い推奨される性能として、(財)都市緑化技術開発機構(1996)『新・緑空間デザイン技

術マニュアル』を参考に、「外部空間（道路空間または隣棟空間）において、耐陰性に富む観

用植物や造園植物が生育可能な照度を確保できること」を設定した。 

 

（３） 必要な性能レベル 

警察庁(2006)「安全・安心まちづくり推進要綱」では、「10ｍ先の人の顔及び行動を明確に

識別でき、誰であるか明確に分かる」照度を、50 lx としている。そこで、最低の性能レベ

ルを、「全天空照度 15,000 lx（曇天日の日中）の条件下で、建物壁面から 0.5ｍの位置の地

表面照度が 50 lx 以上であること」とした。 

また、(財)都市緑化技術開発機構(1996)『新・緑空間デザイン技術マニュアル』では、「耐

陰性に富む観用植物や造園植物」として、サルココッカ、バラン等を挙げており、これらの

植物が生育可能な照度を 300 lx としている。そこで、推奨される性能レベルを、「全天空照

度 15,000 lx（曇天日の日中）の条件下で、建物壁面から 0.5ｍの位置の地表面照度が 300 lx

以上であること」とした。 

 

（４） シミュレーションによる建物形態と道路面照度の関係の定量的分析 

２－１．（４）の室内採光と同じ条件設定で、地面の水平面照度を光環境シミュレーション

ソフトを用いて計測した。地面の水平面照度の測定点は、図２－６に示すとおり、外壁面か

ら 50cm 間隔で設定した。図２－７に、隣棟間隔と、最も照度が低い外壁から 50cm 地点にお

ける地面の水平面照度の関係を示す（隣棟間隔 50cm では 25cm 地点の水平面照度）。これによ

れば、隣棟間隔１ｍの総４階建ての場合でも、最低レベルの 50 lx だけでなく推奨レベルの

300 lx を満たしていることが確認できる。 
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（５） 研究成果 

定量的な評価方法については、隣棟間（道路を含む）の地面における外壁から 50cm 地点の

水平面照度を指標とし、最低レベルの判定基準として水平面照度 50 lx 以上、推奨レベルの

判定基準として水平面照度 300 lx 以上となることを確認する方法を開発した。今回対象とし

た２～４階建ての低中層市街地では、民法第 234 条で定める隣地境界線からの壁面後退距離

50cm を確保することが隣棟空間そのものに必要な採光環境を確保するのに有効であることを

確認できた。 
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図２－７ 隣棟間隔と外壁から 50cm 地点※
における地面の水平面照度の関係 
（※隣棟間隔 50cm では 25cm 地点） 
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図２－６ モデル市街地の設定 
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